内閣総理大臣殿

厚生労働大臣殿

意　見　書
２０１３年１月７日
障害者自立支援法違憲訴訟団
第１　意見の趣旨
１　国は原告団・弁護団との間で締結した基本合意を守って、基本合意・骨格提言に従った総合的な障害者福祉法を実現し、障害者自立支援法廃止の約束を果たすべきである。
２　国は、そのための法案について、基本合意の履行に関する定期協　議において、その進捗状況を報告し、障害当事者の意見を反映させていくべきである。
第２　意見の理由
　１　はじめに
　２００８年１０月３１日、障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団は、２００５年１０月３１日に可決成立した障害者自立支援法は障害のある人の権利を侵害する違憲な法律であるとして、全国８地裁で提訴した。この訴訟は、２００９年１０月１日までに、全国１４地裁・原告７１名におよぶ大きな訴訟となった。７１名の原告たちは、自らの利益のためだけでなく、声をあげられない多くの障害当事者たちの声をも代弁し、訴訟を闘い、障害者自立支援法の権利侵害性を司法の場で訴えた。
　本訴訟は、２０１０年１月７日に原告団と国とが「基本合意文書」を取り交わし、これに基づき各地裁で和解がなされ、同年４月２１日に全ての訴訟が終了することになった。
　この「基本合意文書」には、「障害者自立支援法廃止の確約と新法の制定」と題する第１条において、「国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、遅くとも平成２５年８月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合福祉法制を実施する。」との約束がなされている。
　ところが、国は、原告団・弁護団と締結した上記基本合意に違反し、障害者自立支援法を廃止することなく、この一部を改正するという形で、障害のある人の権利侵害を容認する障害者総合支援法を国会に提出した。そして、基本合意および基本合意でその尊重を確認された障害当事者の参加する障がい者制度改革推進会議総合福祉部会による「障害者総合福祉法の骨格に関する提言」（骨格提言）を無視し、新たな総合福祉法制を実施しようとしない。この障害者総合支援法を基盤として障害福祉施策を実施し、これを改善しようとしないことは、原告・弁護団と国との法的な約束である基本合意に明確に違反する違法行為である。国は直ちに、基本合意に基づく義務を履行しなければならない。
　この意見書においては、まず基本合意の法的性質とこれに基づく国の義務を明らかにするために、基本合意の内容、障害者自立支援法違憲訴訟が提起された後これが基本合意によって終了するに至った経緯、同訴訟で問題とされた障害者自立支援法の権利侵害性について述べる。
　次に、同基本合意に基づく国の義務の内容について述べ、続いて国がこの義務を不当に履行していないことおよびその違法性について述べ、最後に、国に求める対応について示す。
　２　基本合意の法的性質とこれに基づく国の義務
（１）はじめに
基本合意の締結によって、障害者自立支援法違憲訴訟の原告ら７１名は、訴え取り下げ・請求放棄条項を含む和解を行い、結果同訴訟は終結した。このような基本合意の性質や、基本合意第一条の具体的・一義的な文言や、基本合意の締結に至る経緯、その過程における国（政府）の対応・言動、障害者自立支援法が障害のある人に対して有する権利侵害性等からすれば、基本合意において定められた国の義務は法的な拘束力を有するものであることは明らかである。
本項においては、まずこのような基本合意の法的性質を各要素から検討し、基本合意に基づく義務が法的な拘束力を有するものであることを確認する。次に、この基本合意に基づき国が負う義務の内容がいかなるものかを、基本合意の内容やその締結の経緯から明らかにする。
　（２）基本合意の法的性質
　　ア　基本合意の締結と訴訟の終結
　　　　２０１０年１月７日、原告ら代表秋保喜美子・弁護団長弁護士竹下義樹、長妻昭厚生労働大臣が「障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と国（厚生労働省）との基本合意文書」に署名し、基本合意が締結された。これは、同日付趣意書とあいまって原告団に属する原告らの訴訟終結を条件とする双務的な合意であった。
　基本合意締結後、７１名の原告らは、全国１４地裁で、順次、被告（国・地方自治体）との間で、「本訴訟を提起した目的・意義に照らし、国（厚生労働省）がその趣旨を理解し、今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするために最善を尽くすことを約束したため、基本合意文書の通り合意をした」ことを確認し、原告らが行政訴訟を取り下げ、金銭請求を放棄することを内容とする訴訟上の和解をした。
　このように、基本合意は、原告団・弁護団と国が訴訟外で合意したのみならず、訴訟上の和解によって裁判所でその内容が原告ら・被告国との間で確認された契約である。
　　イ　基本合意第一条の規定
基本合意第一条は下記のとおり規定する。
「国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、遅くとも平成25年8月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」
　　　　このように、基本合意第一条の文言上明白に、国は応益負担制度の廃止に加えて、「障害者自立支援法の廃止」と「新たな総合的な福祉法制の実施」の義務を負っている。
　　ウ　基本合意締結の経緯
　　（ア）協議の開始
国は、「障害者自立支援法」が障害者の尊厳を傷つけるものであって、廃止しなければならないと認識した上で訴訟解決のための協議を持ちかけ、訴訟団がこれに応じたことで、２００９年１１月から協議が開始された。　
このことは協議にいたる下記の経緯から明らかである。
まず、国の認識であるが、２００９年９月の厚生労働大臣の障害者自立支援法廃止表明、厚生労働大臣政務官による障害者自立支援法の定率負担導入等により利用者の尊厳を傷つけたことを認める発言、１０月２６日の鳩山首相の国会での所信表明演説における「自立支援法については早期の廃止に向け検討を進めます」との発言、同月３０日、日比谷公園で行われた「さよなら！障害者自立支援法　つくろう！私たちの新法を！」大フォーラムにおける、長妻厚労大臣の「応益負担という、非常にみなさまに重い負担と苦しみと尊厳を傷つけるこの障害者自立支援法を廃止をするということを決断している」との発言などから明らかなように、国は、障害者自立支援法が障害者の尊厳を傷つけるもので、廃止しなければならないとの認識を有していた。
　　　　このような認識のもとで、国は、9月24日以後、訴訟の期日において準備書面を陳述せず、訴訟方針転換のための猶予を求めた。
次いで、9月29日には国から厚生労働省を通じて、訴訟団に対して、「自立支援法訴訟の解決に向けての話合いの場を設けたい。」との申し入れがなされた。これに訴訟団が応じ、下記のとおり協議が開始された。
　
（イ）協議の経過
　訴訟団と国の協議は、訴訟団から原告、弁護団、支援団体の代表者と、国から与党議員、厚労省企画課長らが参加して、２００９年１１月１６日から実施された。
　　訴訟団は、１１月１６日の第１回協議に当たり、障害者自立支援法が当事者の反対を押し切って制定されたこと、同法の応益負担制度により「障害福祉サービス」の利用抑制や将来を悲観した一家心中まで生じた実態を改めて訴え、「障害のあるなしにかかわらず、安心して暮らしていける社会」をめざさなければならないと協議に臨む決意を明らかにするとともに、国との協議事項を示した。
その後、１２月２２日第３回協議には訴訟団から基本合意文書案を提示した（１２月２２日訴訟団案）。
これに対して２２日から２５日まで、厚労省から「１２月２２日原告側案の検討版」（１２月２２日政府検討案）が提示され、文書案の協議が続いた。さらに、１２月２９日第４回協議において国から１２月２９日付基本合意文書案が示され（１２月２９日政府案）、これに対しても修正が行われ、最終的に平成２２年１月７日に基本合意締結に至った。
合意書の表現・文言についてこのように数次の修正が行われたのは、訴訟団・国双方が、基本合意は法的な契約であって、文書化された内容に拘束されると認識していたからに他ならない。
　（ウ）基本合意の内容
上記のとおり、基本合意文書は、訴訟団と国の協議により、数次の修正案のやりとりを経て確定された文書であることから、基本合意文書は、この締結過程に沿って解釈されるべきである。
a　当事者
政府案は、１２月２９日政府案に至るまで、国側当事者が「現政権下の厚生労働省」とされていたが、１月７日調印に至った基本合意文書では、「国（厚生労働省）」と明記され、「現政権下の」厚労省のみが主体となるのではなく、「国」としての合意であることが明確化された。
このことからも、基本合意は時の政権との単なる政治的合意ではなく、国と原告らの法的拘束力ある合意であるといえる。
ｂ　廃止時期
基本合意第一条の障害者自立支援法廃止時期について、政府２２日検討案では、「遅くとも４年以内」とされていたが、その後の修正で「遅くとも平成２５年８月までに」と期限が明確化された。
ｃ　新たな総合福祉法制と基本的人権の保障
障害者自立支援法廃止と同時に制定されるべき「新たな総合福祉法制」につき、訴訟団は、１２月２２日訴訟団案において、第一条に障害福祉施策の利用は基本的人権の行使であることを確認する文言を入れるよう求めた。
これに対して、１２月２２日政府検討案では第一条で訴訟団が求めた上記文言は削除された。しかし、協議の末、１２月２９日政府案では、「そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等にもとづく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」と加えられ、確定した。
この経過からわかるとおり、新たな総合福祉法制においては、障害者の基本的人権の行使のために障害福祉施策がなされるべきことが合意されたのであるから、当然、障害福祉施策によって権利侵害が行われてはならないこと、すなわち、障害者自立支援法による権利侵害は新法によって除去されなければならないことが明確化されたといえる。
ｄ　第二条　障害者自立支援法の権利侵害に対する国の反省
　第二条第一項の骨子は、国が、違憲訴訟を提起した原告らの思いに共感し、真摯に受け止めるというものである。
これは、訴訟団が、憲法第１３条、第１４条、第２５条等にもとづく基本的人権の侵害により違憲訴訟を提起したことを踏まえて共感と受け止めを表明することを求めたことにより規定された。
基本合意文書では「国は、「憲法第１３条、第１４条、第２５条、ノーマライゼーションの理念等にもとづき、」違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める」との文言が記載されている。
これにより国は、原告らが人権侵害の回復を求めて違憲訴訟を提起したことを認識し、さらにその認識を共有し、真摯に受け止めると表明したのである。
　第二条2項では、障害者自立支援法の拙速な施行と、同法で導入された制度が、障害者の人間としての尊厳を傷つけたことを認め、反省の意が表明されている。さらに、同条項には「この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施にあたる。」とある。
　このように、国は第二条において、障害者自立支援法により障害者の人としての尊厳を傷つけたことを認め、その反省を踏まえた施策実施を約束しているので、第一条のとおり法廃止と新法制定の実現を確約したといえる。
e　第五条　履行確保のための検証
　基本合意に基づく義務を国が負うことを前提に、その履行状況の確認のため、定期協議が実施されることが合意された。
（エ）基本合意締結後の国の基本合意を巡る対応・言動
a　和解後の首相発言
　鳩山首相は、東京地裁で最後の和解が成立した２０１０年４月２１日、新政権の障害者自立支援法廃止の約束と引き替えに原告らが訴訟を取り下げたことを認め、「応益負担はおかしい」「自立支援法により、みなさんにご迷惑をおかけした」と同法による権利侵害を認め、新法を制定することを約束した。
ｂ　国が基本合意を守ると言明してきたこと
　その後も国は、基本合意に沿って総合福祉法制を制定すると繰り返し明言した。
まず、２０１０年６月２９日閣議決定が重要である。　
同閣議決定では、「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について」(3)「障害者総合福祉法」（仮称）の制定として、応益負担を原則とする現行の障害者自立支援法（平成１７年法律第123 号）を廃止し、制度の谷間のない支援の提供、個々のニーズに基づいた地域生活支援体系の整備等を内容とする「障害者総合福祉法」（仮称）の制定に向け、第一次意見に沿って必要な検討を行い、平成２４ 年常会への法案提出、２５ 年８月までの施行を目指す。」と決定された。
２０１０年１２月のいわゆるつなぎ法制定時も、法律の趣旨には「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間」と記載され、推進本部の議論を踏まえて新法を制定することは前提となっていた。
加えて、下記に述べるとおり、訴訟団との定期協議においても、 国は障害者自立支援法を廃止し総合福祉法を制定すると繰り返し言明してきた。
これらの国の言動からは、基本合意にもとづき障害者自立支援法を廃止し障害者総合福祉法を制定する義務を認識していたことが明らかといえる。
（オ）障がい者制度改革推進本部での基本合意の位置づけ
推進本部に設けられた障がい者制度改革推進会議では、第一回会議で基本合意が厚生労働省から配付され、福島内閣府特命担当大臣は、推進会議で新制度を構築することを条件に基本合意が交わされたとの認識を示した。
　　　　さらに、山井厚生労働大臣政務官は、当事者とともにより良い制度作りに取り組みたいという認識で合意をかわしたと述べ、障害者自立支援法に対して当事者のみならず、国民が怒りを感じたということが、政権交代の１つの引き金にさえなったのではないかという認識を示し、さらに、同法下で命が失われた実態や、作業所退所問題に触れ「二度とこのようなことになってはならないという反省の下に、新しい制度を皆さんとともにつくっていきたい」と述べた。
　　　　ここには、障害者自立支援法は当事者の権利を侵害する違憲なものであることから廃止し、当事者参加の下で新制度を作るために基本合意が締結されたとの国の認識が示されているといえる。
　（カ）総合福祉部会での基本合意の位置づけ
障がい者制度改革推進本部に設けられた障がい者制度改革推進会議が、新たな総合福祉法検討のために開催を決定した総合福祉部会は、2010年４月２７日に第一回部会が開催され、その後「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」（骨格提言）をとりまとめる平成２３年８月３０日まで１８回開催された。
総合福祉部会は、基本合意を障害者権利条約と並ぶ基本指針として、骨格提言を策定した。
同年９月２６日には推進会議において骨格提言が了承され、蓮舫担当大臣（副本部長）に手交された。同月２８日、小宮山厚労大臣は骨格提言につき、「段階的・計画的に実現をめざしていく」、法案提出を目指して検討作業をすすめていきたいと述べており、骨格提言を尊重しなければならないと認識していたといえる。
　（キ）訴訟団との定期協議
２０１０年１２月１５日に開催された基本合意文書に基づく定期協議（第２回）において、国（厚生労働省）は法律改正が必要な事項（利用者負担に関し収入に配偶者所得を含めるか否か、介護保険優先原則等）については総合福祉部会の検討を待つという発言を繰り返した。
この発言からも、新たな総合福祉法制について、総合福祉部会の検討結果にもとづき立法する義務があるとの国の認識がうかがえる。
　訴訟団も、基本合意により総合福祉部会の議論を経て新法を制定することに合意していたため、総合福祉部会の議論を注視していた。
その後、基本合意に基づく定期協議（第３回）は、２０１１年１２月１３日、骨格提言の提出後に開催された。
　この協議で、国（厚生労働省）は、骨格提言を「段階的・計画的に」実施していくと述べ、厚労省が骨格提言を受けて立法作業中であると報告したが、内容や公表時期は明らかとしなかった。
この協議においても、障害者自立支援法を廃止するとの閣議決定を守ることは再度確認された。訴訟団が、廃止法案が国会に提出されることを確認すると、厚労省は法案提出に与党了解が必要と述べたが、訴訟団が、政府内部の事情がどうあれ、基本合意は政府として守られなければならないことを確認すると、厚労省は否定せず、最大限努力すると述べた。
　（ク）小括 

以上のとおり、基本合意が訴訟終結を条件として締結され、訴訟上の和解でも確認されたこと、基本合意文書第一条の文言は明確であること、基本合意の締結に至る経緯とその後の国の言動からすれば、基本合意に基づく義務が国に対して法的な拘束力を有するものであることは明らかである。
　エ　障害者自立支援法の権利侵害性
（ア）基本合意の前提とされた障害者自立支援法の権利侵害性
障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と国との基本合意文書においては、「今般、本訴訟を提起した目的・意義に照らし、国（厚生労働省）がその趣旨を理解し、今後の障害福祉施策を、障害のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするために最善を尽くすことを約束したため」、基本合意に至ったとの締結の経緯が記載され、また第二条１項には、「国（厚生労働省）は、憲法第１３条、第１４条、第２５条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める」との記載がなされている。さらに同条２項には、「国（厚生労働省）は、（中略）障害者、家族、関係者に対する多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる」としている。
すなわち、本基本合意は、原告団・弁護団だけでなく国もまた、障害者自立支援法が憲法違反というべき権利侵害性を有することを共通認識にした上でなされたものである。憲法に抵触するような法律を放置しておくことは、基本合意の存在如何にかかわらず許されることではない。基本合意は、原告らとの間の訴訟をきっかけとして締結されたものではあるが、その内容は普遍的かつ公益的な、障害のある人たちの基本的人権に関する合意であり、特定一私人との間の契約を超えて、国が憲法上負う義務を明らかにしたものであるといえる。基本合意が国を法的に拘束することは、この点からも裏付けられている。
本項においては、基本合意に先立つ訴訟において訴訟団が指摘してきた障害者自立支援法の権利侵害性について、改めて確認をする。
（イ） 障害者自立支援法の権利侵害性
　　　a　はじめに
　　　障害者自立支援法の福祉給付は、本来は、障害のある人が、憲法１３条の定める基本的人権及びそれを基底とする憲法上の基本的人権を、障害のない人と同じように等しく享受できるようにし、もって、障害のある人に憲法１４条の平等を保障するために、憲法２５条に基づく具体的施策として定められたものである。ところが、障害者自立支援法は、この福祉給付にさまざまな制限を設けることによって、障害のある人が憲法１３条・１４条の基本的人権を享受することを侵害するものとなっている法律であった。
　　　まず、その有する障害を差別することによって、いわゆる「制度の谷間」を作り出し、障害を有していても福祉給付を受けられない人たちを生み出すことになった。また、障害程度区分という概念と国庫負担基準によって、福祉給付の支給量を制限し、障害のある人たちの基本的人権の行使を妨げていた。さらに、福祉給付にあたっては、「利用者負担」という名目で課金することで、その利用を抑制・制限していた。以下、憲法の各権利保障規定に則して述べる。　　
　　  b　憲法１３条（幸福追求権）違反
　　　憲法１３条は、その前段において「すべて国民は、個人として尊重される」と定め、個人の尊厳に究極の価値があることを確認するとともに（個人の尊厳原理）、後段において、「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利」については最大の尊重を必要とするとして、全ての国民に幸福追求の権利を保障している。この幸福追求権は、前段の個人の尊厳原理と結びついて、人間が人間として尊厳を持って生きていくために必要不可欠な権利を包括的に保障したものであり、この幸福追求権が、裁判上の救済を受けることができるという意味での具体的権利性を有するものであることは、今日、判例・学説上も広く承認されているところである。
　　　憲法１３条が定める幸福追求権は、当然障害のある人にも保障されているが、障害のある人については、さらに障害者基本法においても具体的に確認され、その内容は明確なものとなっている。
　　　すなわち、障害者基本法は、まず３条１項において、「すべて障害者は、個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有する。」と定め、障害のある人が、「個人の尊厳にふさわしい生活を保障される権利」を有することを確認している。この規定は、憲法１３条の個人の尊厳原理と幸福追求権を受けて、障害のある人にもその権利が当然に保障されるべきことを確認したものである。
　　　また、同法３条２項は、「すべての障害者は、社会を構成する一員として、社会、経済、文化、その他のあらゆる分野の活動に参加する機会が与えられる。」と規定している。人は、社会とのつながりの中でこそ人間らしく生きられるものであり、あらゆる分野の活動に自主的自律的に参加することは、自身の見聞を深め、自己を実現することにつながる。しかしながら、障害のある人は、社会におけるあらゆる分野の活動において、そこに参加することを阻まれ、あらゆる面で、基本的人権を享受する機会そのものが阻害されているという現状がある。本条項は、そのような現状を踏まえ、障害のある人が、「あらゆる分野の活動に参加する権利」を、障害のない人と等しく保障されることを明確にしたものである。これは、憲法１３条の幸福追求権をさらに具体化したものであるとともに、憲法１４条の平等原則を受けて、障害のある人に対し、包括的権利としての幸福追求権を享受することについての機会均等を保障したものと解することができる。
　　　ところで、障害のある人に対して上記のような権利を具体的に保障するためには、具体的な給付や施策が必要である。すなわち、障害のない人であれば何の苦もなくできるようなこと、例えば食事をする、排泄をする、入浴をするといった、人の生存に必要不可欠な行為をはじめとして、目的地へ移動する、書籍や新聞を読んだりテレビを見たりして情報を入手する、会議に参加して意見を表明するなど、あらゆる分野の活動に参加するにあたり、それぞれの障害の内容や程度に応じて介助や援助が必要となる。
　　　障害者自立支援法は、憲法１３条、１４条や、それを具体化した障害者基本法の基本的理念に基づき、障害のある人にそれらの権利を保障するために必要な具体的給付を定めたものである。
ところが、障害者自立支援法は、障害の範囲を限定し、「制度の谷間」を作りだし、たとえ「障害」を有すると認定されたとしても、障害程度区分という区分けや国庫負担基準によって支給量を制限し、かかるその給付を受けることに対して、前提条件として利用料に応じた定率の費用負担を課していた。つまり、基本的人権の享有・行使に対して様々な制限を設けていた。このことが憲法１３条に抵触することは明白である。
　c　憲法１４条（平等権）違反
　　  また、障害者自立支援法は、「制度の谷間」を作り出したことで障害のある人同士を差別すると同時に、また前記のように福祉給付に制限を設けることによって障害のある人と障害のない人とも不当に差別している。すなわち、平等原則を定める憲法１４条にも抵触する法律である。
先に述べたように障害のある者が利用する福祉給付というのは、障害のある者が特別な何かをするためのものではなく、歩く、食事をする、排泄をする、会話をする、仕事をするといった普通の生活を当たり前に送るための介助や援助である。これら介助を奪うことは生を否定することであり、逆に、これら介助を得ることは、この社会で普通に当たり前に生きるための条件である。ところが、障害者自立支援法は、障害のある者がこうして生きていくことに不可欠な介助を得ることを制限している。
障害は、改善されつつも治癒されるものではなく、障害のある人にとって生涯にわたって持ち続けなければならない特質である。そのハンディは、障害のない人を前提に形づくられてきたこの社会においては、持ち続けなければならない社会的な属性でもある。障害とそこから生じるハンディがこのような特質・社会的属性である以上、その有無や種別によって差別してはならぬことは憲法１４条の定めるところであることは論を待たない。障害者自立支援法は、障害のある人同士を差別し、また障害のある人には権利行使を制限し、障害のない人に対してはそれをしないのであるから、このことが憲法１４条に反することは明らかである。
ところで、障害のない人は介助がなくても基本的な生活を送ることができる。そのため、障害のある人とない人とでは介助を要するか否かというそもそもの前提が異なるのであるから、これを相対的平等の問題として考えるべきであるという反論があり得る。しかし、障害者自立支援法が制限する権利の性質を見た場合、その考えは根本的に誤っており、憲法に反するものである。それはなぜか。
障害者自立支援法は、障害のある人の権利行使を制限したり、障害のある人とない人とで権利行使を差別しているが、そこで問題となっている権利は憲法が直接に誰に対しても保障している権利であるからである。障害がある者とない者との間に、いかなる違いがあったとしても、移動すること、食事をすること、排泄すること、働くことといったこの社会で当たり前に生活するための基本的権利に対する差別は許されない。このような権利を制約する差別において合理的理由はない。なぜなら、その差別は、直接的に差別された人間の生の否定を意味するからである。障害者自立支援法が差別する権利は、相対的平等として許容されるとされる権利制限（労働条件における女子の優遇や、年少者にかぎり適用される特定の法律、資力に応じた課税制度等）とは根本的に異なるのである。
また、障害者基本法や、それにのっとって制定された障害者自立支援法による福祉給付が保障するのは、障害のある人たちの基本的な人権行使のベースとなる日常生活のためのものであって、これは「結果の平等」までを求めているものではない。誰にでも等しく保障されるべき「機会の平等」を求めているに過ぎない。
障害者自立支援法が、憲法の保障する平等権を侵害するものであることは明らかであった。
　　　d  憲法２５条（生存権）違反について　
    さらに、障害者自立支援法によってその権利行使を制限されることで、障害のある人たちは生存権も脅かされることになった。福祉給付を受けなければ、障害のある人たちは健康で文化的な最低限度の生活を送っていくことどころか、文字通り生きていくこともできなくなってしまうからである。
障害のある人たちにとって、この福祉給付を求める権利というのは、国の広範な裁量が認められる性質のものではなく、原則として制限が許されない自由権的なものであることについては十分留意が必要である。すなわち、障害のある人にとって、国に福祉給付をせよと求めることは、自由権を行使することの前提である。人間の根幹的な営みであり、そして障害のない人にとっては所与の前提として考えられている自由権的諸権利、例えば動く、歩く、話す、食事をする、排泄をするといった権利を原告らが行使するためには、国の作為による福祉給付が不可欠であるからである。
また、これら権利は、障害のある人が、国の政策形成過程に関与するために必要な権利であるという点も、国の制限が原則として許されないことを裏付ける。障害のある人は、福祉給付があることによって得られる自由権諸権利がなければ、立法府の政策形成過程にも関与することはできない。福祉給付は、国の社会保障政策等を、選挙等の参政権行使を通じてコントロールするための前提でもあるから、立憲民主主義の観点からしても、障害のない人たちにとっての社会権とは別段に考えられる必要があり、その制限は原則許されないというべきである。
（ウ）小括
　以上のとおり、障害者自立支援法という法律が持つ、障害のある人に対する権利侵害性は明白であった。基本合意は、その文言からも分かるとおり、障害者自立支援法違憲訴訟において問題とされ、その法的正当性が厳しく問われてきたこれらの権利侵害性を確認した上でなされた、制度の廃止と創設についての法的約束である。そうであれば、この基本合意に基づき、国は、憲法上、これら権利侵害性が払拭された制度を創設・実施する義務を負っていることは明らかである。
　　
オ　中括：基本合意の法的性質
上記のとおり、基本合意は原告らの障害者自立支援法違憲訴訟終結と引き換えに合意されたもので、その第一条において明確に２０１３（平成２５）年８月までの障害者自立支援法廃止と、「新たな総合的な福祉法制」の実現が約束された。
「障害者自立支援法廃止」と「新たな総合的な福祉法制」の実現とは、後述の通り、内閣が「障害者自立支援法廃止法案」および「総合福祉法（仮称）制定法案」を国会に提出にすべき義務と解される。
そもそも、障害者自立支援法が持つ権利侵害性からすれば、同法を廃止しなければ人権侵害が継続するのであるから、廃止法案の提出は、国の憲法上の義務である。
加えて、上記に述べたとおり、同法は障害のある当事者の人間としての尊厳を傷つけるものと国および訴訟団が認識し、基本合意締結に向けた協議が開始されたという経緯、その後の協議の経過、合意文書の文言で同法が障害者の人間としての尊厳を傷つけたことが明確にされたこと、厚労大臣が署名した文書により締結され、訴訟上の和解で確認され、反対債務として原告らの訴訟取り下げ・請求の放棄が約され履行された事実を考慮すれば、単なる政治的合意ではなく、法的拘束力ある合意であることは明らかである。
原告らが基本合意と引き換えに訴訟を終結させる和解に応じたのは、基本合意によって国が法廃止と新法制定の義務をおったため、違憲訴訟を通じて行政府、立法府に働きかけをせずとも、基本合意および基本合意に基づく定期協議を通じて法廃止・新法制定が実現可能となったことによる。
　　　国も、基本合意締結後、法廃止・新法制定を行うことを繰り返し言明してきた。このような基本合意締結後の事情からも、基本合意の法的拘束力が裏付けられる。
したがって、基本合意にもとづく障害者自立支援法廃止と総合福祉法制実現の約束は、政治情勢によって変わりうる政治的合意にとどまると解釈することはできず、国に対して法的拘束力を有するものといえる。
　（３）基本合意に基づく国の義務
　　ア　はじめに
基本合意の内容、基本合意の締結に至る経緯やその過程における国（厚生労働省）の対応・言動からすれば、障害者の権利侵害性を払しょくする新法を制定することについて、国と原告ら・弁護団との間で合意が交わされていたものであることは明らかである。また、上記の点について国が検討を加える際には、障害当事者の意見を反映させることができるプロセスを経るべきことも国を含む基本合意当事者の共通認識であり、その点もまた基本合意の内容となっていた。
　国は、上記合意にしたがい、障害者に対する権利侵害の淵源となっていた障害者自立支援法を廃止すべきこと、及び、障害当事者の意見を反映させるプロセスを保障し、そのプロセスを経て得られた意見を基に新たな総合福祉法案の提出をすべきことという２点の法的義務を負っていた。
以下、これら基本合意に基づく国の義務について詳細に述べる。
イ　基本合意に基づく国のなす債務の内容
（ア）障害者自立支援法を廃止する義務
基本合意第一条は、「遅くとも平成２５年８月までに、障害者自立支援法を廃止」すると明言しており、同法の「廃止」が基本合意に基づく国の法的義務であることは論を俟たない。ここで「廃止」とは、基本合意の文言上、法律の形式的な廃止を意味することは言うまでもないことである。
また、それに加えて、法内容を問題として訴訟を提起した後当該法律を廃止する約束を受けて訴訟上の和解をしたという本件の経緯、及び、後述のとおり基本合意が法律の内容に関しても一定程度国を拘束するものであることからして、障害者自立支援法の「廃止」ということの意味は同法の内容を実質的に復活させないことをも約束したものであることは明らかである。
　したがって、国は、基本合意に基づき、障害者自立支援法の改正ではなく、法令番号「平成十七年十一月七日法律第百二十三号」「障害者自立支援法」を法律の形式的な面においても廃止すべき義務を負っている。また、国は、法律の実質的な内容に関しても、基本合意に即して実質面でも法律の廃止をすべき義務を負っているものである。
（イ）基本合意に即した新たな総合福祉法案を提出すべき義務
　基本合意第一条においては、「遅くとも平成２５年８月までに、（中略）新たな総合的な福祉法制を実施する。そこにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を支援するものであることを基本とする。」と定められている。
　この合意に基づき、国が、「新たな総合的な福祉法」を「平成２５年８月までに」制定すべき義務を負うことは文言上明らかであり、そのためにも国（政府）が、当該新たな総合福祉法案の提出義務を負っていることもまた明らかである。また、法案提出権限を持つ国（政府）は、新たな総合福祉法案の内容に関して、後述のとおり、基本合意により一定の規律（裁量統制）を受けるものである。すなわち、国（政府）の負う新法案提出義務の内容は、白紙委任的な新法制定義務ではなく、基本合意及びそれに基づく骨格提言により一定の規律を受けるものである。また、国が制定を約束した新たな総合福祉法は、基本合意第三条の「新法制定に当たっての論点」に関する検討を踏まえたことが予定されており、新法の内容は、利用者負担の見直しにとどまらない全面的な制度転換でなければならないことは言うまでもないことである。
ウ　新法案提出義務に関して国が一定の規律（裁量統制）を受けること
（ア）提出時期の制限
基本合意に基づきその合意内容を実現すべきことについては、国自身が明文にて約束したことであるから、そこに裁量の余地はない。
基本合意においては、新たな総合福祉法制を成立させる時期として平成２５年８月までと明記している。したがって、国は、同時期の新法成立に間に合うように新たな総合福祉法案の立案、提出をすべき義務を負っている。
（イ）障害当事者の意見反映プロセスを保障すること
a  原告らは、「私たちのこと抜きに私たちのことを決めないで」という障害者権利条約に根ざす合い言葉のもとに前訴訟を追行していたものであった。その後、原告らが基本合意を締結するに至ったのは、基本合意に至る経緯に詳述したとおり、国が、新法の制定にあたって障害当事者の意見を反映するプロセスを保障し、かつ、その結果を踏まえることを約束したからこそであった。新たな総合福祉法制定を障害当事者が参加したプロセスを経て制定することは、障害者自立支援法が障害当事者の権利を侵害するものであったこと、同法の制定過程において障害当事者の意見を十分踏まえずに拙速に導入したものであったこ
とへの反省から特に重視された合意内容であり、障害当事者の権利保障のために必須の条件であった。このことは基本合意２条３項、３項後段でも確認されており、さらに、厚生労働省も定期協議（第２回）の場において、法律の内容は総合福祉部会の議論を待つと繰り返し答弁していたところである。
　 したがって、国（政府）は、新たな総合福祉法案の提出に際しては、障害当事者の意見を反映するプロセスを保障し、その結果を踏まえる義務を負っているところである。
b　国は、内閣府の下に障がい者制度改革推進本部を設け、かつ、同本部の下に具体的な制度について障害当事者の意見を反映させるため障害当事者を加えた障がい者制度改革推進会議及び総合福祉部会を設置したものである。同会議及び同部会においては、基本合意及び要望書が最も基礎的な資料として配付され、そこで指摘された諸論点及びそこから派生する諸論点について議論が重ねられた。その結果、同会議及び同部会は、障害当事者のプロセス保障を経た最終的な意見として、新法に盛り込むべき具体的な内容を具体化した「骨格提言」をまとめ、これを国（政府）に提出している。
　この「骨格提言」は次のような位置づけを持つものである。すなわち、基本合意において（第二条第３項）「…新たな総合福祉制度を制定するに当たって、国（厚生労働省）は、今後（引用者注：障がい者制度改革）推進本部において、上記（引用者注：同２項記載）反省に立ち、原告団・弁護団提出の本日付要望書を考慮の上、障害者の参画の下に十分な議論を行う。」とあり、『障がい者制度改革推進本部』が障害者自立支援法廃止後の新たな総合福祉制度を制定するための議論の場となっている。そして、その新たな総合福祉制度を制定するに当たっての具体的な議論の場は、基本合意第三条において「国（厚生労働省）は、『障がい者制度改革推進本部』の下に設置された『障がい者制度改革推進会議』や『部会』における新たな福祉制度の構築…」とあり、障害者自立支援法廃止後の新たな福祉制度の構築において『障がい者制度改革推進会議』や『部会』の議論の結果を踏まえることが、国及び原告団・弁護団の共通認識として基本合意が締結されていることは明らかである。
基本合意を受けて設置された障がい者制度改革推進会議及び総合福祉部会における議論ないしその結果である「骨格提言」は、原告らを含む障害当事者のプロセス保障を具体化したものであるから、新たな総合福祉法案の提出に際しては、基本合意に基づくプロセス保障の結果である障害当事者の意見を反映した「骨格提言」が最大限尊重ないし反映されなければならないというべきである。「骨格提言」は、基本合意上の新たな福祉制度の構築のための障害者の参画の下に議論された結果であり、この「骨格提言」に沿わないことは、すなわち基本合意違反となるというべきである。
　したがって、国（政府）は、新たな総合福祉法案の提出にあたっては、基本合意に基づく障害当事者のプロセス保障の見地から、新法の内容を定めるに当たっては、障がい者制度改革推進会議及び総合福祉部会の「骨格提言」の実現を最大限に図らなければならないという規律（裁量統制）を受けることになるものというべきである。
（ウ）法内容に関する制限
国は、基本合意に基づき、障害当事者のプロセス保障の見地から新法の内容に関しても裁量統制を受けることになる。すなわち、国（政府）は、基本合意を踏まえた新たな法律案を国会に提出する義務があり、そこにいう「基本合意を踏まえた」とは、前述のとおり「骨格提言」を踏まえることを意味するものである。
したがって、新たな法律の内容が基本合意と整合性を有しているかどうかに関しては、新たな法律の内容と「骨格提言」の内容との整合性もまた問題となるというべきである。
　　（エ）小括
以上のとおり、基本合意に基づき、国は新たな法律案の提出時期、提出に至るまでのプロセス保障及び新たな法律案の内容に関して、一定の規律（裁量統制）を受けることになる。そこで、今般成立した「障害者総合支援法」の内容については、果たしてそれが基本合意の内容と整合するものであるか否か、また、基本合意に基づく骨格提言の内容と整合するものであるかという点について厳密に検証されなければならず、検証の結果として整合性が認められてはじめて基本合意上の国の債務が果たされたことになるものというべきである。
国の障害者総合支援法案提出によって、国の新たな総合福祉法案の提出義務が果たされたと言えるか否かの判断においては、障害者総合支援法の基本合意ないし骨格提言との整合性及び基本合意で指摘された論点（特に①利用者負担のあり方、②支給決定のあり方、③報酬支払い方式、④制度の谷間のない「障害」の範囲）について、骨格提言を踏まえた制度が構築されたか否かが問題とされなければならない。そこで以下、国の債務が果たされたか否かについて検討する。
３　国が基本合意に基づく義務を未だ履行していないこと
（１）既に述べたように、国は、基本合意に基づき、障害者自立支援法を廃止し、障害当事者の意見を反映させるプロセスを保障した上で新たな総合福祉法案の提出をすべき法的義務を負っていた。
ところが、以下述べるように、国は障害者自立支援法を形式的にも実質的にも廃止していないし、国が国会に提出した障害者総合支援法案の内容は、障害当事者の意見を元に取りまとめられた骨格提言を反映したものとはなっていない。
従って、国は障害者総合支援法の提出によっては、上記義務を履行したとはいえず、基本合意が未だ履行されていない。
（２）「障害者総合支援法」について
２０１１年８月に骨格提言が提出されたのち、国は、同年１２月、訴訟団との定期協議において新たな総合福祉法案を明らかとせず、２０１２年２月８日に至って、厚労省から障害者自立支援法のごく一部の改正法案を提出し、若干の修正をへたのみで「障害者総合支援法」案として３月１３日国会に上程した。
その後、障害者総合支援法案は、４月２６日に衆議院で可決され、次いで６月２０日、参議院で可決されて成立した。
（３）障害者自立支援法は法形式的に廃止されていないこと
ア　法形式的にみても、障害者総合支援法は「障害者自立支援法の廃止」に該当しないことは明白である。
イ　すなわち、「法律の廃止」というのは、憲法に基づく国会の立法権限（憲法第４１条）に基づき、国会法等法律で定められた立法手続きに則って、既存の法律を廃止する、つまり当該法律の存在を消滅させることである。
具体的には、附則において既存の法律（旧法）の廃止が規定されることで旧法が廃止され、制定された新法には、旧法と異なる法令番号【官報、公報等により法令を公布する際、法令の種類及びその制定権者の別に応じて暦年ごとに与えられる一連の番号で法令を特定するもの】が付されることになる。
ウ　ところで、基本合意文書第一には「…障害者自立支援法を廃止し新たな総合福祉法制を実施する」と明記されている。
これによれば、国は、少なくとも法令番号「平成十七年十一月七日法律第百二十三号」、すなわち「障害者自立支援法」の廃止規定を含む法案を提出しなければならない。
ところが、障害者総合支援法は、要するに障害者自立支援法という既存の法律・法制度を残存しつつ、つまり、法令番号「平成十七年十一月七日法律第百二十三号」の法律は存続させつつ、その一部を改正したにすぎず、「廃止」の名に値しないものである。
なお、「障害者自立支援法」という名称が変更されたとしても、法律の名称の変更のみをもって障害者自立支援法を「廃止」したことにはならないのは当然である。
エ　政府も基本合意違反を認識していること
政府も，障害者総合支援法が障害者自立支援法の廃止とはいえないと認識していることは下記のようなこれまでの政府関係者の公的な発言からも明らかである。
（ア）２０１２年２月８日　第１９回　総合福祉部会
津田弥太郎厚生労働政務官は「障害者自立支援法のなぜ廃止が法制的に出来ないのかの点は事務方に説明させます」と発言し、これを受けた厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課中島誠企画課長は「８０万弱の支給決定をする。これは大変な混乱を生じるだろうと。」として、現場が混乱するから障害者自立支援法は廃止できないと答弁した。このことは「障害者総合支援法は障害者自立支援法の廃止とはいえないこと」を政府が自認していることに他ならない。
（イ）２０１２年４月１８日参議院厚労委員会での厚労大臣答弁
また、小宮山洋子厚生労働大臣は次の通りの答弁を行なっている。「仮に、現行の障害者自立支援法を廃止して新法を制定した場合、自立支援法に基づく給付を受けている障害者ですとか指定を受けている事業者、また実施主体である地方公共団体がその準備とか実施に当たって混乱するのではないかといった運用上の課題もあることを考慮する必要があるという現実の問題があるというふうに認識をしています。」。
このとおり、所管官庁の長である厚生労働大臣も「仮に障害者自立支援法を廃止すれば」と、障害者自立支援法の廃止があくまで「仮定」のこととしか考えられず、廃止などしてしまえば大変な混乱が生じる以上、法令廃止など到底できないとの発言をしている。このことは、政府自身が『障害者総合支援法』は障害者自立支援法の廃止でないことを明確に認めていることに他ならない。
（ウ）上記国会での法務省答弁
さらに、上記国会において、「みんなの党」の柿澤未途議員から基本合意違反の点を問われた法務省の中山孝雄官房審議官は「御容赦いただきたいと存じます。」と述べた。この答弁は、基本合意を受けて原告らと和解を行なった法務省としても『障害者総合支援法』が基本合意に違反していないと答弁することが困難であると自覚している証左である。
　　　（エ）小括
　このように、政府も、障害者自立支援法を廃止したと認識していないことは明らかである。すなわち、政府も同法の廃止を約束した基本合意を未だ履行していないことを認識していたと言える。
（４）障害者総合支援法が骨格提言を反映していないこと
ア　基本合意では、原告団・弁護団から、新法制定に当たっての論点が指摘され、国は、特に、①利用者負担のあり方、②支給決定のあり方、③報酬支払い方式、④制度の谷間のない「障害」の範囲等に関して「しっかり検討を行い、対応していく」と約した（第三条後段）。
　 そこで以下、イ乃至オにおいて、上記各事項について、障害者総合支援法では骨格提言を反映した内容になっていないことについて述べ、続いてカにおいて、上記以外の事項についても、障害者総合支援法は骨格提言を反映したものとはなっていないことについて述べる。
イ　利用者負担　
（ア）基本合意　
基本合意においては、第一条において、　「国（厚生労働省）は、速やかに応益負担（定率負担）制度を廃止し、…」と規定されている。
第二条においても　「応益負担（定率負担）の導入等を行ったことにより、…障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、…心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。」と今後の障害福祉施策において応益負担導入による権利侵害への反省を踏まえることが約束された。
さらに、第三条では、「…新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提とはせず、…次の事項について…しっかり検討を行い、対応していく。①利用者負担のあり方」
とある。
以上より、国は、利用者負担の在り方について、障害者自立支援法の応益負担制度の権利侵害性を認め、その反省を踏まえて新法で利用者負担の在り方について対応していくと約束したといえる。
（イ）骨格提言
骨格提言は次のように述べている。すなわち、障害に伴う必要な支援は、原則無償とする。ただし、高額な収入のある者には、収入に応じた負担を求める。その際、認定する収入は成人の場合は障害者本人の収入、未成年者の障害者の場合は世帯主の収入とする。また、高額な収入のある者の利用者負担については、介護保険の利用を含む必要なサービスの利用者負担を合算し、現行の負担水準を上回らない。
（ウ）障害者総合支援法
しかしながら、障害者総合支援法においては、利用者負担について何らの改正がなされず、いわゆるつなぎ法の条文がそのまま維持された。
その結果、法文の形式上、応益負担制度から応能負担制度へ移行しているかに見えるものの、実際には利用者負担におけるさまざまな不合理が残存している。
a 自立支援医療
まず、基本合意第４条に於いて「当面の重要な課題」とされ、早期に無償化が目指されたはずの自立支援医療については、未だに低所得者の負担が続いている（障害者自立支援法５８条３項）。
基本合意第４条は、平成２２年度予算において障害福祉サービスおよび補装具に関し低所得世帯の利用者負担の無償化は実現されたものの、自立支援医療無償化が見送られたことを受けて、自立支援医療無償化に緊急に取り組み、これを早期に実現すべき課題とする趣旨で盛り込まれたものであった。
しかるに、基本合意締結後無償化に向けた動きも無く、基本合意違反の履行に対する国の積極的・真摯な動きは見受けられない。
すなわち、自立支援医療についても、いわゆるつなぎ法において、障害者自立支援法２９条３項と同様の改正がなされ、それを引き継いだ障害者総合支援法の法文上は「当該支給認定障害者等の家計の負担能力、障害の状態その他の事情をしん酌して政令で定める額」が自己負担額とされているが、自己負担額の改正はなされなかったため、市町村民税非課税世帯についても利用者負担が課される現状が続いている。
b 福祉サービスの利用者負担
障害者自立支援法違憲訴訟においては、支援の量と負担とを結びつける仕組みの持つ人権侵害性が議論され、基本合意においては、その最たるものとしての応益負担制度の廃止が第一に定められた。
そして、骨格提言においては、支援の量と負担とを結びつける在り方自体を撤廃する方向性が明示され、「障害に伴う必要な支援は、原則無償」との提言がなされることになった。
しかし、障害者総合支援法では、いわゆるつなぎ法による改正後の障害者自立支援法２９条３項２号をそのまま引き継ぎ、「当該支給決定障害者等の家計の負担能力その他の事情をしん酌して政令で定める額」が自己負担とされているが、政令の定め次第で負担額が高額のものとなったり、あるいは多くの人にとって支援の量と負担とが連動して定められる負担をすることになったりしうるのである。また障害の重い人ほど福祉サービス事業者の報酬単価が高くなる仕組みも残っており、これに応じて負担が定められることになれば、障害者自立支援法違憲訴訟で指弾された障害の重さと負担の重さが連動する要素が含まれることになる。
さらに、利用者負担額決定にあたり考慮する事情は「家計の負担能力」とされたままであり、配偶者や障害児の保護者の収入が考慮されることになってしまう。
このように障害者総合支援法における利用者負担の仕組みは、障害者自立支援法違憲訴訟において批判された支援の量と負担とを結びつける不合理や、配偶者収入を含めることによる「家族責任」制度等が残存しているのである。
福祉サービスの「原則無償」や、成人の場合の障害者本人収入限定といった骨格提言に反するものとなっている。
　　　c 実費負担
　　　また、骨格提言においては、実費負担についても適切な水準を確保すべきであるとして具体的な提言がなされることになったが、障害者総合支援法はこの点についても何ら手当がされていない。
　　　d 地域生活支援事業
　　さらに地域生活支援事業の範疇に含まれる利用者負担の問題も依然として残っている。少なくとも厚生労働省の平成２３年５月調査によれば、平成２２年度末において低所得者の利用者負担が無料化されていない自治体が相当数残っていた。
　　現在の地域生活支援事業には、移動支援、日中一時支援など、障害に伴う必要な支援であって、骨格提言において、個別給付として全国共通の仕組みで提供すべきであり、利用者負担は原則無償とすべきと提言されている支援が多数含まれている。
そのため、かかる事業の範囲に含まれる福祉サービスにおける利用者負担は利用抑制を招き、障害のある人の社会参加の権利が侵害されている状況となっている。
e 利用者負担の合算について
　　　　福祉サービスの利用者負担につき、いわゆるつなぎ法において、補装具も合算の対象となり、高額障害福祉サービス費等の支給対象とされた。
しかし、補装具費については、まず、市町村民税課税世帯の利用者負担の月額上限額が、一律３万７２００円とされている。障害福祉サービスについては、市町村民税課税世帯で所得割１６万円未満の場合は月額上限が９３００円であることと比較して、課税世帯の中でも低所得層の負担が重い。
また、市町村民税課税世帯が障害福祉サービスと補装具を併用する場合、合算されても負担上限額は３万７２００円であるため、その負担は重い。特に障害児の世帯では成長に合わせ補装具の買い換えが頻繁に必要となるため、特にその負担は深刻である。
また、補装具については補装具ごとに定められた「基準額」が支給される上限額となる（法７６条２項）。そのため、当事者が「基準額」を超えた補装具を必要とする場合は、自己負担が生じる。
　　かかる状況に対し、障害者総合支援法においては何らの負担軽減策もとられなかった。
ウ　支給量・支給決定のあり方
（ア）基本合意
　基本合意締結に際して、原告団・弁護団から、どんなに重い障害があっても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすべきとの指摘がなされた。これを受け、国は障がい者制度改革推進本部における新法制定に向けての議論の際には、上記指摘を踏まえ、支給決定のあり方について、障害者の生活実態やニーズなどに十分配慮した上で、しっかり検討を行い、対応していく旨誓約した。
すなわち国は、原告団・弁護団からの上記指摘を踏まえ、支給決定のあり方についてしっかり検討し、その検討結果を踏まえて、平成２５年８月までに、新法で改めて支給決定のあり方を定める旨誓約したのである。
（イ）骨格提言
骨格提言においては、障害者総合福祉法においては、障害者が「地域で自立した生活を営む基本的権利」を有することを確認すべきとされた。
その上で、新たな支給決定に当たっての基本的なあり方として、
①　支援を必要とする障害者本人（及び家族）の意向やその人が望む暮らし方を最大限尊重することを基本とすること、
②　他の者との平等を基礎として、当該個人の個別事情に即した必要十分な支給量が保障されること
などが謳われている。
また障害者自立支援法の一次審査で用いられる障害程度区分認定調査項目の１０６項目は、特に知的障害、精神障害については一次判定から二次判定の変更率が４割から６割以上であり、かつ地域による格差も大きいことから、障害種別を超えた支給決定の客観的指標とするには問題が大きいとして、新法のもとでは、障害程度区分は使わずに支給決定をすべきであるとされている。
（ウ）障害者総合支援法
　　しかし、障害者総合支援法においては、障害者本人の地域で自立した生活を営む権利を確認する規定はおかれず、理念規定（１条の２）において、障害児者が「可能な限り」その身近な場所において必要な支援を受けられることを旨として、障害児者に対する支援が総合的かつ計画的に行わなければならないとさだめられたのみであった。
骨格提言で廃止すべきとされた「障害程度区分」（障害者等に対する障害福祉サービスの必要性を明らかにするため当該障害者等の心身の状態を総合的に示すものとして厚生労働省令で定める区分）（障害者自立支援法４条４項）については、「障害支援区分」（障害者等の障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとして厚生労働省令で定める区分）と名称・定義が変更されたものの、支給決定のあり方については何らの見直しもなされていない。
確かに、附則２条において、政府は、障害支援区分の認定が知的障害者及び精神障害者の特性に応じて適切に行われるよう、区分の制定に当たっての適切な配慮その他の必要な措置を講ずるものとするとされるとともに、附則３条１項において、施行３年後を目途として障害支援区分の認定を含めた支給決定のあり方について検討を加え、所要の措置を講ずるものとされてはいる。しかし、かかる附則を定め、今後の検討に委ねたのみでは、個々の障害者の支援の必要性に即した十分な支給量が保障される仕組みが整ったとはいえず、支給決定のあり方について骨格提言の趣旨を尊重したと評価することは到底できない。障害者総合支援法に基づく現行制度によっては、国が基本合意によって守るべき義務は到底履行されたとは言えないのである。
エ　報酬支払い方式　
（ア）基本合意
　裁判でも利用者負担の不合理性の徴表として主張され、基本合意では、国は、報酬支払いの方式についてもしっかり検討を行い、対応をしていく旨誓約した。
（イ）骨格提言
報酬支払い方式に関して、施設系支援にかかる場合と在宅系支援にかかる場合を大別し、施設系支援にかかる報酬については「利用者個別給付報酬」と「事業運営報酬」（人件費など）に大別し、前者を日払い、後者を月払いとする。在宅系支援は時間割り報酬とする。すべての報酬体系において基本報酬だけで安定経営ができるものとする。とある。
（ウ）障害者総合支援法
何らの見直しもなされていない。
オ　制度の谷間のない障害の範囲
（ア）基本合意
基本合意では、国は制度の谷間のない障害の範囲についてもしっかり検討を行い、対応していく旨誓約した。
（イ）骨格提言
骨格提言では、新法が対象とする障害者は、障害者基本法第２条１項に規定する障害者をいい、かかる定義における心身の機能の障害には、慢性疾患に伴う機能障害を含むものとするとされた。
（ウ）障害者総合支援法
ところが障害者総合支援法では、骨格提言でも触れられた障害者基本法の定義は採用されず、ただ政令で定める一定の疾病等により障害のある者を対象に加える旨の改正がなされるに留まった。
しかしこのように一部の疾病名のみを加える方法によれば、結局新たな制度の谷間を生み出す結果になるのみであるし、このような規定の仕方は障害者権利条約も前提とする障害の社会モデルの考え方にも沿わない。かかる改正を施したのみでは、国は「制度の谷間のない障害の範囲についてしっかり検討を行い、対応した」とは到底いえず、骨格提言を尊重した新たな制度を構築したと評価することは到底できない。
カ　総合福祉部会部会長の障害者総合支援法案に対する批判
２０１２年２月８日の第１９回総合福祉部会で、総合福祉部会の佐藤久夫部会長（日本社会事業大学教授）から、この法案は骨格提言を反映していない旨強烈な批判が表明された。
部会では「骨格提言における提言項目と厚生労働省案の関連整理」と題する文書が配布された（所謂佐藤部会長の『成績表』）。
そこでは骨格提言が示した６０項目の成績表が付けられた。
×　全く触れられていない事項　　　　　　　　　４８項目
△　検討されてはいるが、その内容が不明確な事項　９項目
○　不十分ながら取り入れている事項　　　　　　　３項目
　とされた。
部会長からこのような批判を受ける法案が骨格提言を反映していないことはいうまでもない。
しかも、佐藤部会長の成績表で○とされた「法の目的」、「法の理念」、「グループホーム・ケアホームの制度」の評価についても、たとえ不十分であっても「骨格提言が取り入れられている」と評価することはできないといえ○とするのは疑問である。
このように、基本合意で指摘された論点以外に関しても、障害者総合支援法は骨格提言を反映したものとはなっていない。
（５）まとめ
以上のように、障害者総合支援法は基本合意及び骨格提言を反映した法内容とはなっておらず、従って、国は実質的にも障害者自立支援法を廃止したということはできない。
そして、国がかかる障害者総合支援法の法律案を国会に提出し、障害者総合支援法が制定されたからといって、国の基本合意に基づく義務が履行されているとは言えない。
国は、法的拘束力を有する基本合意および骨格提言に基づき、障害者の憲法上の権利を保障する障害者総合福祉法案を策定し、国会に提出すべき義務を負っている。
そして、国は、その実現までに基本合意に定められた履行に関する定期協議において、その進捗を報告しなければならない。また、その場において、障害のある当事者である原告団の意見を十分に反映させていく義務もまた有している。　　以上
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